別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名:生徒指導総合連携推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　生徒指導担当　電話番号：058-272-1111（内３６９５）

　　　　　　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：900千円（前年度予算額：900千円）

	事業内容


	１　事業の内容


児童生徒の問題行動、特に不登校の問題に対処するため、市町村を単位とした連携推進中学校区を指定し、家庭、幼・保、小・中学校、高等学校の校種間連携を軸にした地域住民、民間団体関係機関等が一体となった地域ネットワークを構築しながら、児童生　　　徒が安心感・充実感をもてる魅力ある学校づくりを目的とした実践的取組を行う。
特に、中学校とその校区内の小学校とが、発達段階に即した児童生徒の連続的な理解と校種をまたいだ魅力ある取組を協働して進めることを通して、中１ギャップの解消を図るとともに、児童生徒の自己有用感・自尊感情を高め、学校不適応による問題行動の減少を図ることができるようにする。

	２　所要経費


　事業費900千円（市町村委託費等）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　３　将来の夢や目標の持てる子どもを育てる
地域に根ざし地域の特色を生かした活力ある学校づくりを進めて いくとともに、子どもたち一人一人の成長を一貫して見守り支援できるよう、学校種間の連携を図っていく必要がある。
	２　これまでの取組状況


平成10年度から下記市町村を指定し、生徒指導総合連携推進事業を進め、地域のネットワークを生かし、児童生徒の問題行動の予防と解決、健全育成を図る取組を進めてきた。

	３　これまでの取組に対する評価


学校・家庭・地域と関係機関等による地域のネットワークが児童生徒の健全育成に果たす役割が実践的に検証され、同様の取組が県内各地に広がり、成果をあげた。

しかしながら、学校不適応による不登校児童生徒数依然として憂慮すべき状況にあり、小中連携を軸にした地域のネットワークづくりの在り方が新たな課題となっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	900
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	900
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


